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アベノミクスは「失われた 20 年」を克服できるのか 

さまざまな経済指標から判断すれば、アベノミクスにより日本経済は強い足取りで回復に向かっているよう

に見える。TOPIX は 2012 年 11 月末から現時点（2013 年 12 月 9 日）までに 60.6%も上昇した。また、長年

日本経済を苦しめてきた円高も是正されている。2012 年 11 月には 1 ドル 80 円台で推移していた為替レー

トも現時点では 103 円まで円安が進んでいる。消費者物価指数（総合）を見ても今年の 6 月以降前年同月

比でプラスに転じ、10 月の上昇率は 1.1%と目標値である２％には届かないものの着実にデフレから抜け出し

つつあるようだ。 

周知のように日本経済はバブルの終焉とともに 1990 年代以降長いトンネルに入ってしまった。この時期は

「失われた 20 年」と呼ばれている。地価が 1991 年をピークに 14 年連続して低下するという世界では類を見

ない現象を経験し、銀行部門における巨額の不良債権が金融システムを機能不全に陥れた。ゼロ金利政策

や量的緩和政策といった異次元の金融政策が発動されたものの、回復への兆しはみられずデフレーションが

日本経済に暗い影を落とした。さらにアメリカ発のサブプライムローンの不良債権問題に端を発するグローバ

ル金融危機により輸出は大幅に落ち込み、2011 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災は未曾有の被害を

もたらした。このような日本経済への負のショックを払拭すべく、安倍政権は、昨年 12 月からアベノミクスとい

う総合的な経済政策を実施している。 

 

以下では、アベノミクスが果たして日本経済にとって救世主となり、「失われた 20 年」を克服することができ

るのか考えて見たい。アベノミクスは、大胆な金融政策（第一の矢）、機動的な財政政策（第二の矢）、新たな

成長戦略（第三の矢）から構成される「三本の矢」の一体的な推進により日本経済を回復に導こうとする経済

政策である。三本の矢の位置づけは以下のように考えるとわかりやすい。現有の労働力、資本設備をフルに

活用して達成される GDP 水準は潜在 GDP と呼ばれているが、第一の矢、第二の矢には現実の経済をこの

潜在 GDP に押し上げる効果が期待されている。この意味で第一の矢、第二の矢は短期的な効果をめざした

需要促進政策である。 

これに対して第三の矢である成長戦略は潜在 GDP 自身を上昇させる長期的な政策である。労働力や資

本設備の質を向上させるとともにイノベーションの創出によって技術水準を高めて潜在成長力を向上させる

供給サイドの政策である。図表 1 は時間を横軸に，潜在 GDP 水準を縦軸に取り、三本の矢がどのように経

済に作用するのか図式化したものである。 

第三の矢の具体的な内容は、本年 6 月に「日本再興戦略 –JAPAN is BACK-」として発表され、３つのア

クションプランから構成されている。第 1 は、「日本産業再興プラン」であり、民間投資を喚起し，人材の育成、

イノベーションの促進により生産性を向上させ、産業基盤を強化する目的を有している。第 2 は、「戦略市場

創造プラン」であり、国家戦略特区等の創設により規制改革を推進し、ビジネス展開を支えるインフラを整備

することにより新たな成長分野を開拓することをめざしている。第 3 は、「国際展開戦略」であり、国内のグロ

ーバル化を推進し，国際市場を獲得し世界のヒト・モノ・カネを日本に惹きつける政策である。TPP はこの範

疇に入る。 

 

このような成長戦略により日本経済は「失われた 20 年」を克服することができるのだろうか。筆者は、短期

的に経済は回復しても、長期的に持続可能な成長を達成し閉塞状況から脱却できるとは考えていない。とい
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